
05健全化判断比率・資金不足比率
健全化基準の数値を下回り、健全な財政運営

06町民一人あたりでみる歳出決算額 ( 一般会計 )
町民一人あたり84万4,189円で前年度より約9,775円減額（令和5年3月31日現在の人口11,140人で算出）

07町 ( 一般会計 ) の預金と借入について
　一般会計では、年度間の財源調整のための財政調整基金や将
来の公共施設整備に備えるための基金等を管理しています。
　また、各種事業に充てるため起債 (国や金融機関からの借入 )
も行っています。　
　令和４年度末の基金残高は、財政調整基金13億4,112万円、
公共施設等整備基金が12億925万円となり、その他の基金を合
わせて33億7,665万円となっています。
　起債残高は、64億7,509万円となりました。起債については、
返済額の多くを地方交付税で措置される、町にとって有利な過
疎債や辺地債といった起債を利用しています。基金残高と起債
残高それぞれ適正とされる水準を保っていますが、引き続き同
水準を保ちながら有効な利活用を図っていきます。

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」
により、地方公共団体は毎年度、実質的な赤字や
将来負担などにかかる指標（健全化判断比率）と、
公営企業の資金不足率（資金不足比率）を監査委
員の審査に付したうえで、議会に報告し公表する
こととされています。
　高千穂町は、いずれの比率についても国の定め
る基準を下回っており、健全な財政運営と認めら
れるものです。

令和4年度 ー　 ー　 6.2%    ー　  
（ 前年度 ） （ － ）  （ － ）  　（ 5.7% ） （ － ）   
早期健全化基準 14.98% 19.98% 25.0%   
財政再生基準 20.0% 30.0% 35.0%   

（単位 : 万円）
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水道事業会計 0 3億2,680 ー
病院事業会計 0 7億5,500 －
下水道事業 0 9,791 －
簡易水道事業 0 1,027 －

資金不足比率
会計名　　　　　資金不足額 　　　資金余剰額　　資金不足比率

農林水産業費・商工費 教育費 土木費 民生費

公債費 衛生費 総務費・議会費 災害復旧費・消防費

産業振興や商工業の育成、
観光振興のために
164,331円
（△736円）

社会資本整備等のために
借り入れたお金の返済

69,014円
（630円）

教育の充実や、文化、
スポーツ向上のために

47,782円
（3,607円）

ゴミ・し尿処理や、
町民の健康を守るために

68,880円
（2,027円）

道路や橋などの整備や
維持管理のために
86,413円
（21,795円）

議会、役場運営等のために

138,949円
（△28,962円）

福祉の向上、
充実のために
223,783円
（△18,193円）

災害の復旧や
消防の運営のために
45,037円
（10,057円）

　カッコ書きは前年度からの増減額

（△736円）

一人あたりの預金 ( 基金 ) と借金 ( 起債 ) の残高

借金 ( 起債 )預金 ( 基金 )
581,247 円303,110 円

（令和 4年度末時点）

01一般会計　歳入
歳入合計は前年度より3億8,037万円の減額

　自主財源が24億804万円、依存財源が74億
1,324万円となっています。
　自主財源のうち町税は、個人・法人住民税をは
じめ固定資産税など全体で3,390万円の増額とな
りました。依存財源のうち地方交付税は特に台風
災害対応分の特別交付税の増額により1億53万円
の増額となりました
　国・県支出金は新型コロナワクチン関係補助が
減ったこと等により、3億9,843万円の減額となっ
ています。また、財政調整基金やその他基金から
計4億5,390万円の繰り入れを行いました。

02一般会計　歳出
歳出合計は前年度より3億8,729万円の減額

　人件費が各種委員報酬や職員手当増等により
3,411万円、物件費が台風災害復旧関係委託料
増等により1億2,059万円の増額となりました。
　扶助費は前年度の子育て世帯・非課税世帯等
臨時特別給付金分の減等により2億1,325万円
の減額、補助費等についても1億3,609万円の
減額となりました。
　台風14号の影響により災害復旧事業費が1億
3,132万円増加しましたが、普通建設事業費が
2億6,158万円減となり、投資的経費全体では
1億3,026万円の減額となりました。

　令和4年度の一般会計収支決算は、翌年度への繰越財源を除いた実質収支が2億6,132万円の黒字となりま
した。しかし、前年度の実質収支を差し引いた単年度収支が△6,268万円となり、主に台風災害に対応するた
め財政調整基金から3億8,247万円繰り入れをするなど実質単年度収支も△4億4,176万円となりました。特別
会計、公営企業会計は引き続き黒字決算となっています。人口減少や少子高齢化の進行等課題が顕在化するな
か、引き続き長期的な視点に立ち、堅実な財政運営に取り組んでいきます。

※単位未満を端数処理しています。

財政課 財政係　☎0982（73）1206財政課 財政係　☎0982（73）1206お問い合わせ

04公営企業会計03特別会計

国民健康保険事業 17億6,523 17億3,372 3,151
簡易水道事業 8,484 7,457 1,027
下水道事業 2億8,521 1億8,730 9,791
西臼杵介護認定審査会事業 1,344 1,278 66
介護保険事業 15億7,587 15億462 7,125
後期高齢者医療保険事業 1億8,806 1億8,559 247

会計名 歳入決算額 歳出決算額 収支 会計名　　　　歳入決算額 　歳出決算額　　　収支

上水道事業
収益的収支 1億3,841 1億3,067 774
　資本的収支 198 2,411 △2,213
国保病院事業
収益的収支 24億711 23億8,233 2,478
　資本的収支 1億4,187 2億3,897 △9,710

（単位 : 万円） （単位 : 万円）

歳出
94億427万円
歳出

94億427万円

人件費
14億5,258万円
15.5%

人件費
14億5,258万円
15.5%

扶助費
13億4,936万円
14.3%

扶助費
13億4,936万円
14.3%

補助費等
19億3,084万円

20.5%

補助費等
19億3,084万円

20.5%

維持補修費
5,753万円
0.6%

維持補修費
5,753万円
0.6%

公債費
7億6,882万円

8.2%

公債費
7億6,882万円

8.2%

積立金
2億7,812万円

3.0%

積立金
2億7,812万円

3.0%

繰出金
8億8,206万円

9.3%

繰出金
8億8,206万円

9.3%

投資及び
出資金・
貸付金  

4,406万円
0.5%

投資及び
出資金・
貸付金  

4,406万円
0.5%

普通建設事業費
8億264万円

8.5%

普通建設事業費
8億264万円

8.5%

災害復旧事業費
1億9,320万円

2.1%

災害復旧事業費
1億9,320万円

2.1%

物件費
16億4,506万円
17.5%

物件費
16億4,506万円
17.5%

そ
の
他

投資
的経費

消費的経費 68
.4％

21
.0

%

10.6%

歳入
98億2,128万円
歳入

98億2,128万円

町税
10億7,598万円
11.0%

町税
10億7,598万円
11.0%

地方交付税
41億7,677万円

42.5%

地方交付税
41億7,677万円

42.5%

財産収入
9,377万円
1.0%

財産収入
9,377万円
1.0%

地方譲与税等
4億6,069万円

4.7%

地方譲与税等
4億6,069万円

4.7%

国庫支出金
13億6,398万円

13.9%

国庫支出金
13億6,398万円

13.9%

県支出金
10億2,012万円

10.4%

県支出金
10億2,012万円

10.4%

町債
3億9,168万円

4.0%

町債
3億9,168万円

4.0%

使用料及び手数料等
7億8,403万円
8.0%

使用料及び手数料等
7億8,403万円
8.0%

繰入金
4億5,426万円
4.5%

繰入金
4億5,426万円
4.5%

依存財源 75.5
%

依存財源 75.5
%

自主財源

自主財源24.5%
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